
資料１

おおつ保健医療プラン2019

令和4年度アクションプラン 【結果報告】



おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民がなっているべき状態（最終アウトカム） 市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１　妊娠１１週以下での妊娠の届出率 目標 → 95.0% → → 95.0% →

実績 94.7% 95.4% 97.5% 97.0% 96.6%

目標 → 87.0% → → 87.0% →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 86.5% 88.7% 86.5% 88.80% 87.50%

8.46 → 8.13 → → → 目標 → 98.0% → → 98.0% →

1.84 → 2.04 → → → 実績 98.0% 96.2% 98.15% 98.10% 97.79%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています ★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

60
12件

（H29年
度）

12件 12件 12件 12件 12件 12件 健康推進課

60 7件 3件 8件 7件

52,204
792件

（H29年
度）

792件 792件 792件 792件 792件 792件 健康推進課

76,264 656件 692件 1,052件 380件

-
3回

（H29年
度）

3回 3回 3回 3回 3回 3回 健康推進課
感染症の影響で減少していた
貸し出し件数が増加。

- 1回 1回 0回 7件

205,095
84.5%

（H29年
度）

84.6% 84.7% 84.8% 84.9% 85.0% 85.0% 健康推進課
　母子健康手帳の件数は、横
ばい。健診は、継続して受診
につながっている。

209,735 86.3% 83.90% 88.20% 88.71%

基本目標１　生涯にわたる健康づくりを進めます　　　

分野１　母子保健

すべての親と子どもが、心身とも健やかに安心して暮らすこ
とができる

１　市民が安心して妊娠できる
２　市民が妊娠から出産、育児期までを安心して過ごすことができる
３　市民が安心して子育てできる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）
２　出産後の4か月健診で、毎日の生活に不安なく
過ごせている人の割合

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

現状値

子育てしている保護者とその子どもが心身とも健やかに安
心して暮らしていると感じる割合

３　幼児健診で「子育てに充実感がある」と答えた人
の割合

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）

4
妊婦健診助成券の交付
と検診費用助成

□健診受診券の交付と健診
受診啓発、費用助成

市民が妊娠
中の健康管
理をしている 4 管理 妊婦健診受診券利用率

□健康教育の実施
□HPでの啓発
□妊婦体験ジャケット、赤ちゃ
ん人形の貸出

若年層の市
民がライフプ
ランについて
知る機会が
ある

3 管理
啓発活動の継続実施
（思春期対象啓発回数）

担当課

1
妊娠、出産を支援しま
す

1 不妊、不育症相談

□不妊・不育症相談を広報、
ホームページ、特定医療費助
成の案内等で周知し、相談を
する

必要とする
人が、不妊・
不育症に関
する相談が
できる

1 管理 相談件数

　不妊に悩む方への特定治
療費助成事業は、令和４年４
月からの不妊治療に関する
保険適用に伴い、経過措置
分への助成のため、助成回
数は減少し、令和４年度末を
もって終了。令和4年度不育
症検査費事業は、件数が増
加。

2
不妊、不育症治療費助
成

□不妊・不育症治療にかかる
費用の一部を助成する

不妊治療を
受けた人の
経済的負担
が軽減して
いる

2 管理 助成件数

3 妊娠適齢期の啓発
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

現状値No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
担当課

15,875
92.8%

（H29年
度）

92.8% 92.9% 92.9% 92.9% 93.0% 93.0% 健康推進課
　新型コロナウイルス感染症
の影響で新生児訪問実施率
は、やや減少した。

13,573 90.7% 79.3% 86.5% 84.3%

12,475
4,081件
（H29年

度）
4,040件 3,999件 3,959件 3,920件 3,880件 3,841件 健康推進課

　感染症予防に配慮しなが
ら、訪問活動は継続を行っ
た。

11,229 3,377件 2,703件 2,860件 2,766件

524
279回

（H29年
度）

272回 266回 260回 254回 248回 242回 健康推進課
　感染対策を行いながら事業
を実施した。

514 194回 73回 141回 149回

-
335件

（Ｈ29年
度）

335件 335件 335件 335件 335件 335件 健康推進課

- 317件 269件 356件 238件

30,368
94.2%

（H29年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 健康推進課
感染対策を行いながら健診を
実施した。

29,891 94.2% 86.6% 90.3% 88.50%

-
8,208件
（H29年

度）
8,019件 7,834件 7,656件 7,478件 7,306件 7,138件 健康推進課

- 7,162件 6,132件 4,781件 4,853件

-
2,119件
（Ｈ29年

度）
2,079件 2,058件 2,037件 2,017件 1,997件 1,977件 健康推進課

- 1,680件 1,289件 3,293件 1,381件

1,271
37世帯
（H29年

度）
36世帯 35世帯 34世帯 33世帯 33世帯 32世帯 健康推進課

　感染症の影響で減少してい
た利用者数が増加。

1,640 28世帯 21世帯 22世帯 36世帯

31,106
73人

（H29年
度）

88人 88人 88人 88人 88人 88人 健康推進課
　必要な人に助成が図れてい
る。

26,901 93人 97人 99人 79人

127,117
405人

（H29年
度）

411人 411人 411人 411人 411人 411人 健康推進課
　必要な人に助成が図れてい
る。

122,218 384人 436人 441人 394人

36,595
888人

（H29年
度）

900人 950人 1,000人 1,050人 1,100人 1,150人
子ども発達
相談センター

　相談実人数については、増
加傾向が続いている。

36,705 1,034人 1,001人 1,101人 1,111人
　様々な取組により発達障害
の早期発見、相談支援につな
がっている。

5 産後うつ対策

□産後ケア事業
□産後うつの啓発（母子健康手帳
交付時、マタニティサロン、パパマ
マ教室等）
□ハイリスク児・妊産婦連絡制度
□父子手帳を利用した父への啓発

産後の生活を
イメージし、周
囲のサポート
体制等、事前
に準備ができ
る

5 成果 新生児訪問実施率

2 子育てを支援します 6 乳幼児訪問

□乳幼児の訪問育児相談

6 管理 訪問育児相談件数

親子対象の健康教育

□BP・多胎児のつどい・プチ
キッズ・離乳食教室・地域の
子育てを実施する 7 管理

BP・多胎児のつどい・プチ
キッズ・離乳食教室・地域の
子育ての開催回数

8
児童虐待予防と早期発
見

□虐待予防の個別支援
□虐待予防のケース会議へ
の参加 8 管理

虐待予防支援のための
個別対応件数

9 乳幼児健診の実施

□大津市ホームページへの掲載
□乳幼児ネット予約システム導入
による混雑緩和
□未受診者への受診勧奨
□健診従事者への研修開催によ
る、質の向上

9 成果 乳幼児健診受診率

10 育児相談

□すこやか相談所や地域の
電話・来所相談の実施

10 管理
すこやか相談所や地域
の電話・来所相談件数

11
子育てに関するアウト
リーチ

□乳幼児学童全般
□父母への子育て支援

11 管理
子育て支援アウトリーチ
全数

12
多胎児家庭への育児支
援

□多胎児家庭への家事育児支援
のためのホームヘルパー等の派
遣
□多胎児交流会の開催
□多胎妊婦、他胎児世帯への情
報提供

12 管理
多胎児家庭育児支援事
業利用世帯数

育児不安を
相談できて
いる

7

3
未熟児、疾病のある児
を支援します

13 未熟児養育医療費給付

□医療を必要とする未熟児に
対する医療費助成
□低出生体重児のつどい

未熟児、小
児慢性特定
疾病児が、
必要な医療
を受けてい
る

13 管理 医療費助成実人数

14
小児慢性特定疾病医療
費助成

□小児慢性特定疾病受給者
証の交付と医療費助成
□相談
□災害対応支援

14 管理 給付実人数

4

発達障害がある又はそ
の疑いのある子どもの
健全な成長を支援しま
す

15
発達相談の実施と相談
支援に関する周知

□発達相談の実施
□学校園等、関係機関との連
携
□センター事業の周知

発達障害があ
る又はその疑
いのある子ど
もと保護者が、
相談につなが
る

15 管理 相談実人数
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おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民がなっているべき状態（最終アウトカム） 市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 74,000件 → → 77,000件 →

実績 70,491件 53,034件 67,539件 75,466件 82,305件

目標 → 18.0% → → 11.0% →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 26.0% 25.6% 25.40% 25% 25.4%

8.00 → 7.77 → → → 目標 → 29.0% → → 25.0% →

2.17 → 2.15 → → → 実績 33.0% 33.9% 35.10% 34.9% 37.10%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています 目標
20～64歳

38.5％
20～64歳

41.0％
65歳以上

53.5％
65歳以上

55.0％

実績
20～64歳

36.0％ 36.6%
35.30% 38.7% 37.8%

65歳以上
52.8％ 50.1%

50% 49.8% 49.2%

目標 → 77.7% → → 84.0% →

実績 69.5% 67.8% 65.80% 68% 68.5%

目標 → 11.6% → → 8.6% →

実績 16.6% 16.4% 16.20% 15.8% 15.6%

目標 → 6.0% → → 5.0% →

実績 6.8% - - - -

目標 → － → → 50.0% →

実績 36.5% - 33.0% - -

目標 → 44.0% → → 50.0% →

実績 38.1% 37.9% 32.5% 35.5% 36.0%

目標 → 向上 → → 向上 →

実績 74.8% - - - -

基本目標１　生涯にわたる健康づくりを進めます　　　

分野２　健康づくり

市民が、疾病予防に努めるとともに、病気の有無にかかわら
ず、前向きに自分らしく暮らすことができる

１　市民が健康につながる正しい知識や情報を得ることができる
２　市民が健康を維持するための生活習慣に取り組むことができる
３　市民が各種検診（健診）を受けて病気の早期発見や健康管理ができる
４　市民に病気があっても支援を受けながら生活することができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）

1　健康づくりに関する情報へのアクセス数(大津市
ホ－ムペ－ジ）

２　毎日飲酒している人の割合

３　２０歳の時の体重から１０kg以上増加している人
の割合

４　日常生活において歩行又は同等の身体活動を
１日１時間以上実施している人の割合

→ → → →

５　睡眠で休養が十分にとれている人の割合

６　たばこを習慣的に吸っている人の割合

７　家庭で受動喫煙の機会を有する人の割合

８　定期的にがん検診を受けている人の割合（例：
大腸がん）

９　特定健康診査受診率

１０　病気があっても、主観的健康観が「とても健
康」、「まあまあ健康」と答えた人の割合

病気の有無にかかわらず、前向きに自分らしく暮らすことが
できていると感じる市民の割合
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★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

360
2,470人
（H29年

度）
→ 4,000人 → → 5,000人 → 健康推進課

296 4,410人 476人 576人 1,939人

1,755
20人

（H29年
度）

30人 30人 30人 30人 30人 30人 健康推進課

1,609 13人 0人 18人 11人

462 358件
（H30年度）

360件 370件 380件 390件 400件 410件 健康推進課

317 358人 381人 266人 162人

1件
（H30 年

度）
1件 2件 2件 3件 3件 3件 健康推進課

1件 0件 0件 0件

-
961件

（H30年
度）

1,200件 1,500件 1,600件 1,700件 1,800件 2,000件
健康推進課
ほか

- 2,393件 1,157件 811件 1,295回

2回
（H30年

度）
2回 2回 2回 2回 2回 2回 保健総務課

令和4年度は前年度に比べ、
健康無関心層のいる場所で
の啓発の機会が増えた。

2回 0回 0回 8回

-
3回

（H30年
度）

10回 12回 16回 16回 20回 20回
健康推進課
ほか

LINEを活用し健診等の情報を
発信した。

- 0回 1回 0回 5回

5,800件
（H30年

度）
6,000件 6,500件 7,000件 7,500件 8,000件 8,500件

健康推進課
ほか

令和4年度は前年度に比べ、
街頭啓発の機会が増えた。

1,384件 0件 0件 1,406件

126か所
（H30年

度）
140か所 150か所 160か所 170か所 180か所 190か所 保健総務課

187か所 187か所 137か所 301か所

すこやかだよりは、各自治会
等の協力により市民に情報発
信している。それとともに、保
育園や幼稚園、医療機関、薬
局、郵便局、商業施設など市
民が利用する場所にも設置し
ている。

おおつポイントと連携した。
COVID19の影響でポイント取
得できるイベントが減少して
いる。

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）

3

受動喫煙防止のための
情報提供と禁煙の相談
支援

□市ホームペ－ジ及びリ－フ
レットの作成、配付
□喫煙に関する健康教室、健
康教育の実施
□禁煙外来等、喫煙に関する
情報提供

現状値 担当課

1
健康に関する情報を発
信します

1 健康教育の実施

□健康教室・出張型健康教育
の実施

市民が健康
情報を得ら
れている 1 成果

健康教室・健康教育参
加人数

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

3 成果

R2～R3年度に比べて、
COVID19の状況も落ち着いて
きた為、地域からの健康教育
の依頼も増え、参加者が増加
した。しかし、COVID19流行前
の状況には戻っていない。

2 健康推進員の養成

□広報おおつで周知
□現在の健康推進員による周
知 2 成果

健康推進員養成講座受
講人数

年々受講者が減少している。

市内禁煙外来受診者数

成果
喫煙関係健康教育実施
件数

4
無関心層や意識の低い
人への啓発

□魅力的なイベントのＢＩＷＡ-
ＴＥＫＵへの登録及び参加誘
導
□多種多様なイベント会場で
の啓発
□イベント主催者へのＢＩＷＡ-
ＴＥＫＵ周知啓発
□健康フェスティバルの開催

4 成果
ＢＩＷＡ-ＴＥＫＵ対象イベ
ントポイント付与件数

成果
健康無関心層のいる場
所での啓発回数

5 効果的な情報発信

□ＳＮＳを活用した健康情報
の発信
□図書館、他分野イベント啓
発活動
□すこやかだよりの発行

5 成果
ＳＮＳを活用した情報発
信回数

成果
街頭啓発等での資材配
付数

成果
すこやかだよりの設置箇
所数
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値 担当課No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

88
217件

（H30年
度）

230件 230件 230件 250件 270件 300件
健康推進課
ほか

63 155件 167件 79件 76件

528
74回

（H29年
度）

74回 74回 74回 74回 74回 74回 健康推進課

483 123回 13回 1回 5回

283
9.1%

(H30年度)
3％以下 3％以下 3％以下 3％以下 3％以下 3％以下 衛生課

153 8.7% 8.9% 9.2% 11.2%

17.1%
(H30年度)

15％以下 15％以下 15％以下 15％以下 15％以下 15％以下

19.0% 19.9% 25.4% 19.7%

11.9%
(H30年度)

0% 0% 0% 0% 0% 0%

3.2% 4.1% 4.9% 5.1%

14.3%
(H30年度)

0% 0% 0% 0% 0% 0%

4.8% 5.3% 4.7% 7.0%

204
31件

（H29年
度）

38件 44件 50件 56件 62件 68件 保健総務課

96 39件 37件 37件 36件

283
144施設
（H29年

度）
150施設 150施設 150施設 150施設 150施設 150施設 衛生課

153 130施設 94施設 26施設 196施設

　新型コロナウイルス感染症
の流行の影響等によりイベン
ト等を活用した積極的な啓発
が出来なかったが、登録事業
者が健康おおつ２１のロゴ
マークを名刺等に使用できる
ようにした。

□普及啓発資料の配布
□食育推進ネットワーク会議
の実施
□食育講座、食育教室の実施

2
健康のために運動をし
たくなる環境を整えます

6

ウォーキング等の身近
な運動に取り組みやす
い環境づくり

□ホームペ－ジ及びＢＩＷＡ-ＴＥＫ
Ｕへのおすすめウォ－キングコ－
スの掲載
□ＢＩＷＡ-ＴＥＫＵ登録会の実施
□ＢＩＷＡ-ＴＥＫＵ対象イベントの登
録数の増加
□「地域いきいき健康マップ」の保
健所やすこやか相談所への設置

市民が気軽
に運動したく
なっている

6 成果
ＢＩＷＡ－ＴＥＫＵ対象イベ
ントの登録数

3
健全な食生活が実践で
きる市民を増やします

7 食育の推進

□乳幼児向け食育啓発
□成人・高齢者向け食育啓発

市民が食の
重要性を理
解し、健全な
食生活を実
践している

7 成果
成人・高齢者向け食育
啓発

成果

朝食を欠食する市民の
割合
女性（４か月児の母親）

成果

朝食を欠食する市民の
割合
男性（２０～４０歳代）

成果

朝食を欠食する市民の
割合
子ども（小学５年生）

成果

朝食を欠食する市民の
割合
子ども（中学２年生）

4
市民が健全な食生活を
送ることができる環境を
整えます

8
健康おおつ21応援団の
充実

□健康おおつ２１応援団への加入
促進活動や加入促進チラシの保
健所やすこやか相談所等への設
置
□健康おおつ２１応援団の市民へ
の周知

健康メニュー
を提供する
飲食店が増
加している 8 成果

健康おおつ２１応援団の
うち、健康メニューを提
供する飲食店の数

9
給食施設への指導・支
援

□個別巡回指導及び集団指
導の実施

給食施設が
適正な栄養
管理を実施
している

9 管理

個別巡回指導及び集団
指導を行った施設の件
数

　指標｢朝食を欠食する市民
の割合」については、男性（２
０～４０歳代）は、前年度より
改善がみられたが、他の3指
標については増加する結果と
なった。
　朝食欠食率の減少を図る取
り組みとしては、対象者にあっ
た啓発資料を作成し、大学、
地域、関係機関、関係課等を
通じて広く配布し普及啓発を
行った。また、子育て世代へ
の啓発としては、食育講座、
食育教室を実施した。今後も
引き続き、資料配布による啓
発に加え、食育講座や食育教
室等を実施し目標指標の達
成に向けて取り組んでいく。

　コロナ禍の状況でオンライン
研修を実施し、多くの給食施
設の参加が可能となった。ま
た、給食施設の入所者の食
事がより良いものになるよう
指導を行った。

5



説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値 担当課No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

78
1回

（H29年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回
保健総務課
健康推進課

7,066 0回 0回 0回 2回

462 － 2件 2件 2件 2件 2件 2件
保健総務課
健康推進課

317 0件 0件 0件 0件

16,673
13.6%

（H29年
度）

18% 21% 24% 27% 30% - 健康推進課

9,531 19.3% 20.4% 21.3% 14.3%

-
63件

（H29年
度）

80件 80件 90件 90件 100件 100件 健康推進課

- 22件 26件 9件 6件

329
2,470人
（H29年

度）
→ 4,000人 → → 5,000人 → 健康推進課

296 4,410人 476人 576人 1,939人

196,674
38.1%

（H29年
度）

42% 44% 46% 48% 50% - 健康推進課

176,176 37.9% 32.5% 35.5% 36.0%

300,344
34%

（H30年
度）

35% 38% 41% 44% 47% 50% 健康推進課

274,061 36.1% 32.2% 60.4% 54.8%

45%
（H30年

度）
47% 49% 51% 53% 55% 57% 健康推進課

42.6% 45.4% 73.5% 53.9%

117,873
49.1%

（H29年
度）

向上 向上 向上 向上 向上 46.5% 健康推進課

104,709 50.7% 49.6% 49.1% 49.1%

3,613
1,135人
（H29年

度）
1,500人 1,500人 1,500人 1,500人 1,500人 1,500人 健康推進課

3,518 1,074人 1,064人 1,114人 1,163人

年々受診者数は伸びている。

　例年６月から２月にかけて、
特定健診と同日にがん検診を
受けられる体制を構築してい
る。肺・大腸・肝炎に関して
は、全ての同日実施分でセッ
ト受診してもらえるようにし
た。一部、土日開催も実施し
ている。

　人が多く集まる場所での啓
発活動は実施していない。
　すこやかだよりを活用して喫
煙に関する啓発を行った。

　特定保健指導は、直営実施
の件数が伸びていることか
ら、年々実施率が増加してい
る。R4年健診分は現在実施
中であるが、R3年度の実施率
を越える予定である。

　年々相談数は減少してい
る。

　R2～R3年度に比べて、
COVID19の状況も落ち着いて
きた為、地域からの健康教育
の依頼も増え、参加者が増加
した。しかし、COVID19流行前
の状況には戻っていない。

　COVID19の影響でR2年度
は、受診率が急下降したが、
徐々に受診率は伸びてきてい
る。しかし、若年の男性の受
診率の伸びが停滞している状
況である。

　２年度に１回受診するもので
あり、令和２年度と比較して受
診率はやや低下した。２０代
から４０代の受診者数が減り、
５０代以上では受診者が増加
している。

　地域・職域連携推進会議
は、R4年度は1回、会場とオン
ラインのハイブリット形式にて
開催し、情報共有を行った。
　小規模事業所を対象とした
がん対策推進事業を実施す
るとともに、「働く世代のがん
対策推進会議」において、関
係機関の取組状況を共有し
た。

15 各種健康診査の充実

□特定健康診査集団健診の実施
（対大津市国民健康保険被保険
者）
□各種健康診査の受診券の送付
□各種健康診査の受診勧奨

5
働く市民が健康に過ご
すことができるようにし
ます

10
地域・職域連携推進事
業の推進

□地域・職域連携推進会議の
開催

職場保健環
境に対する
企業等の意
識が高くな
り、取組内容
が充実する

10 管理
地域・職域連携推進会
議の開催

11

受動喫煙防止のための
情報提供と禁煙の相談
支援

□リーフレット等の配布
□職域の集まる会議等での啓
発 11 管理

喫煙に関するリーフレッ
ト等啓発件数

6

生活習慣病を予防し、
いくつになっても、自分
らしく前向きに生活でき
る市民を増やします

12 特定保健指導の実施

□特定保健指導の実施（対大
津市国民健康保険被保険者）

市民が生活
習慣病の予
防に取り組
んでいる

12 成果 特定保健指導実施率

13
健康相談や栄養相談の
実施

□健康相談及び栄養相談の
実施（対大津市国民健康保険
被保険者） 13 成果 栄養相談実施件数

7
自分の健康への関心を
高めます

14 健康教育

□健康教室・出張型健康教育
の実施(老年期・若年者含む）

市民が健康
に関する意
識を高めて
いる

14 成果
健康教室・健康教育参
加人数（再掲）

利便性の高
い検診（健
診）の場所と
機会を広く市
民に提供し
ている

15 成果 特定健康診査受診率

16 各種がん検診の充実

□特定健診と同日実施による
がん検診の実施、乳がん検診
の土日実施医療機関の拡充 16 成果

特定健診とがん検診の
同日実施充足率（大腸
がん）
※大腸がん検診受診者数／同
日の特定健診受診者数

成果

特定健診とがん検診の
同日実施充足率（肺が
ん）
※肺がん結核検診受診者数／
同日の特定健診受診者数

17
ウイルス性疾患等の早
期発見

□肝炎ウイルス検診、胃がん
リスク検診、子宮頸がん検診
の実施 17 成果

子宮頸がん検診受診率
（20～69歳）

18 歯周病検診の実施

□検診の実施
□ポスター・チラシの配布
□健康教室・出前講座での啓
発

18 成果 受診者数

6



説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値 担当課No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

-
２回

（H29年
度）

年２回以
上

年２回以
上

年２回以
上

年２回以
上

年２回以
上

年２回以
上

健康推進課

- 2回 1回 1回 1回

462 358件
（H30年度）

360件 370件 380件 390件 400件 410件 健康推進課

317 358件 381件 266人 162人

14,295
36回

（H29年
度）

30回 30回 30回 30回 30回 30回 健康推進課

12,188 15回 0回 3回 16回

－ 200件 500件 1,000件 1,200件 1,500件 1,800件 健康推進課

99件 96件 96件 113件

314,639
3.5%

（H29年
度）

向上 向上 向上 向上 向上 8.1% 健康推進課

295,638 2.6% 3.0% 3.1% 3.1%

18.4%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 26.9% 健康推進課

17.1% 14.4% 14.8% 16.4%

18.6%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 30.5% 健康推進課

17.0% 10.4% 15.4% 16.8%

49.1%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 46.5% 健康推進課

50.7% 49.6% 49.1% 49.1%

29.2%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 37.9% 健康推進課

29.9% 27.3% 26.9% 31.5%

【５がんの精検受診率(R3)】
胃：96.2%　肺：95.8%　大腸：
89.3%　乳：97.8%　子宮：99.2%
計画策定時と比べ高い受診
率で推移しており、勧奨が受
診率向上につながっている。

　すこやか相談所が実施する
健康教育で啓発しているほ
か、図書館の協力のもと、館
内に特設スペースを設けて啓
発活動を行った。

　職場や家庭でがんについて
考えるきっかけとするための
啓発期間を設定し、実践を呼
びかけた。
　また、同時期にがん対策に
関する川柳コンテスト、５がん
セット検診を企画した。

　新型コロナウイルス感染症
の国内流行により、令和２年
に受診率が低下し、徐々に改
善傾向にあるものの、流行前
の水準には至っていない。ま
た、子宮頸がん検診について
は、特に20代からら40代の対
象者の受診率が低くなってい
た。

19
要精密検査対象者への
受診勧奨

□要精密検査対象者へ文書
等による受診勧奨

22
がん検診の受診率の向
上

□各種がん検診の実施
□無料クーポン券・受診券の
送付
□チラシ、ホームページ、広
報、健康フェスティバル等

19 管理
要精密検査対象者への
受診勧奨

20

受動喫煙防止のための
情報提供と禁煙の相談
支援

□市ホームペ－ジ及びリ－フレット
の作成、配付
□喫煙に関する健康教室、健康教
育の実施
□禁煙外来等、喫煙に関する情報
提供

20 成果 市内禁煙外来受診者数

8
がんを早く見つけて、医
療につながるようにしま
す

21
がんに関する知識の普
及

□各種がん検診に関する啓
発や健康教育の実施
□医療機関等へのポスター掲
示
□広報やホームページによる
周知
□事業所への啓発の実施、
TAC（Think About a Cancer）
キャンペーン活動数（がん対
策推進）

市民ががん
検診を定期
的に受診し
ている

21 成果
がんに関する啓発や健
康教育の実施

成果

TAC（Think About a
Cancer）キャンペーン活
動数

22 成果

胃がん検診受診率
（X線検査+内視鏡40～
69歳）

成果
肺がん検診受診率
（40～69歳）

成果
大腸がん検診受診率
（40～69歳）

成果
子宮頸がん検診受診率
（再掲）（20～69歳）

成果
乳がん検診受診率
（40～69歳）

7



説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値 担当課No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

300,344
81.8%

（H29年
度）

向上 向上 向上 向上 向上 100% 健康推進課

274,061 91.9% 90.5% 93.5% 96.2%

88.2%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 100% 健康推進課

96.9% 93.0% 91.6% 95.8%

79.7%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 100% 健康推進課

87.6% 78.6% 82.1% 89.3%

81.5%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 100% 健康推進課

97.6% 70.4% 89.6% 97.8%

94.2%
（H29年

度）
向上 向上 向上 向上 向上 100% 健康推進課

97.3% 86.9% 95.5% 99.2%

1,300
44件

（H30年
度）

今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 健康推進課

1,432 124件 122件 147件 144件

- － 500件 1,000件 1,500件 2,000件 2,500件 3,000件 健康推進課

- 702件
899件

(R2.3～
3.2)

1,324件 1,979件

１回
（H30年

度）

１回／年
以上

１回／年
以上

１回／年
以上

１回／年
以上

１回／年
以上

１回／年
以上

健康推進課

1回 0回 1回 0回

11,008
２回

（H30年
度）

２回以上 ２回以上 ２回以上 ２回以上 ２回以上 ２回以上 健康推進課

7,049 2回 3回 2回 1回

　対象者には、検診を受けた
医療機関において、結果通知
に併せて精密検査受診に関
する指導を行っている。また、
一定期間受診が確認できな
い者には、市から精密検査に
関する受診勧奨を行ってい
る。

　商工労働政策課と連携し、
事業所対象の研修等の機会
にがん対策に関する啓発資
材を配布している。

　補助金制度が令和７年度ま
で延長されている。関係機関
から制度の案内がされている
こともあり、申請件数は増加
傾向にある。

　「がんに関する情報サイト」
の閲覧数で評価。市で実施し
ているがん対策全般の情報
を随時更新しており、検索し
やすいページ構成に努めて
いる。

25
情報提供と相談支援の
充実

□がんに関するホームページ
による情報提供
□がんに関する講演会の実
施

23
がん検診の質の向上
（精度管理）

□各種がん検診協議会の実
施
□従事者講習会の開催
□追跡調査の実施
□要精検者受診勧奨

23 成果 胃がん検診精検受診率

成果 肺がん検診精検受診率

成果
子宮頸がん検診精検受
診率

成果 乳がん検診精検受診率

9
がんになっても、自分ら
しく生活できるようにし
ます

24 がん患者の療養支援

□大津市がん患者のアピアラ
ンスケア支援事業の実施

必要な支援
や情報を得
て、社会参
加できる

24 管理
がん患者のアピアランスケア
支援事業助成金交付件数

25 成果
がんに関するホーム
ページの閲覧数

管理
がんに関する講演会の
実施

26
働く世代への支援（事業
所向け啓発）

□事業所向け研修会における
啓発

26 管理
事業所向け研修会等で
の啓発

成果
大腸がん検診精検受診
率
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値 担当課No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分

292
0人

（H30年
度）

100人 100人 100人 100人 100人 100人 健康推進課

104 7人 10人 6人 14人

-
27.9%

（H29年
度）

→ 28.9% → 29.9% → 30.9% 健康推進課

- (27.9%) 50% 45.5% 評価中

54
1回

（H30年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 健康推進課

36 1回 1回 0回 1回

- 健康推進課

-

　未治療者に対しては、訪問
や電話等での受診勧奨と保
健指導を実施し、約半数の対
象者が医療機関受診に繋
がった。

　DKD第3期の保健指導で困
難だった事例を専門の医師や
大津市医師会の医師と事例
検討を行ない、今後の関わり
方針を検討することができ
た。また大津市の今後の方向
性を協議することができた。

　R4年度に腎症2期の保健指
導を開始した。しかし、腎症2
期、3期とも参加者は60代後
半から70代が多い。保健指導
参加者は保健指導終了後も
血液ﾃﾞｰﾀを維持または改善
できている。

□関係機関との連絡会議の
開催

□施策の推進のあり方につい
て検討

29

10

糖尿病になっても、自分
らしく生活できるようにし
ます

27
糖尿病性腎症の重症化
予防プログラムの実施

□糖尿病性腎症２期３期対象
者への保健指導の実施

市民が糖尿
病に罹っても
透析になら
ないようコン
トロールして
生活している

27 管理

糖尿病性腎症２期３期対
象者への保健指導の実
施者数

28
治療対象者への受診勧
奨

□２期から４期までの未治療
者への受診勧奨
□治療中断者への受診勧奨 28 成果

訪問による医療機関受
診割合

医療機関同士の連携体
制の構築

29 成果 連携会議開催回数

30
家族・支援者等への教
育支援

30 今後設定

9



おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 19.9% → → 21.5% →

実績 19.2% 19.8% 19.6% 20.3% 20.5

目標 → 72.5% → → 77.2% →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 67.4% 57.6% 55.5% 53.2% 52.2%

7.61 → 7.12 → → → 目標 → 51.7% → → 54.7% →

2.28 → 2.47 → → → 実績 49.7% - - - -

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています ★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

3,845
164団体
（H29年

度）
200団体 215団体 230団体 245団体 260団体 275団体 長寿政策課

3,580 295団体 307団体 302団体 297団体

1,056
11人

（H29年
度）

30人 60人 75人 90人 105人 120人 長寿政策課

432 43人 77人 105人 132人

1,970
1,915人
（H29年

度）
2,091人 2,185人 2,283人 2,386人 2,493人 2,605人 長寿政策課

1,970 1,853人 557人 730人 750人

1,152
121回

（Ｈ29年
度）

120回 120回 120回 120回 120回 120回 長寿政策課

567 81回 17回 27回 28回

－
30回

（Ｈ29年
度）

30回 30回 30回 30回 30回 30回
長寿政策課
健康推進課

- 54回 49回 54回 82回

基本目標１　生涯にわたる健康づくりを進めます　　　

分野３　高齢者支援

市民がなっているべき状態（最終アウトカム）

市民が、高齢になっても健康を維持でき、生きがいをもって
いきいきと暮らすことができる

１　市民が高齢になっても要介護認定・要支援認定・総合事業対象者とならずに生活することができる
２　要支援者・総合事業対象者となっても介護予防サービスを利用して生活することができる
３　市民が認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活することができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

健康を維持でき、生きがいをもっていきいきと暮らすことがで
きていると感じる高齢者の割合

1　要介護者・要支援者・総合事業対象者の割合
（各年４月１日）

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差） ２　要支援者・総合事業対象者のうち介護予防・生
活支援サービスを利用して生活している人の割合
（４月実績）

３　認知症になっても住み慣れた地域で安心して生
活することができるかという問いに「そう思う」、「や
やそう思う」と答えた市民の割合

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課

1

介護予防に取り組める
よう支援します

1 介護予防活動の支援

□介護予防に取り組む団体へ
の補助金交付

市民が介護
予防に取り
組んでいる 1 成果

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

介護予防に取り組む団体数
（介護サービス情報公表シ
ステム登録数）

　介護予防に取り組む団体数
と介護予防サポーター養成数
は目標値を超えることができ
た。
　介護予防講座受講者数、健
康いきいき講座については、
新型コロナウイルス感染症の
影響による講座数の減少か
ら、目標を下回った。

2
介護予防サポーターの
養成

□介護予防サポーター養成講
座

市民が介護
予防に取り
組んでいる 2 成果

介護予防サポーター養
成数（累計）

一般介護予防講座受講
者数

□高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施（健康いき
いき講座） 管理

健康いきいき講座実施
回数

4
おおつ光ルくん体操や
いきいき百歳体操等の
自主グループへの支援

□転倒予防啓発

4

3 介護予防の普及・啓発

□講座や教室でのフレイル対
策、介護予防対策の啓発

市民が介護
予防に取り
組んでいる 3 管理

管理
転倒予防教室の開催や
自主活動支援
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

841,914
10,622件
（H29年

度）
11,443件 11,877件 12,328件 12,796件 13,282件 13,786件 長寿政策課

820,099 24,829件 23,271件 25,487件 26,360件

8,375件
（H29年

度）
9,023件 9,365件 9,720件 10,089件 10,472件 10,869件

16,539件 16,085件 16,100件 15,273件

22,900
33人

（H29年
度）

39人 42人 45人 48人 51人 54人 長寿政策課

10,943 35人 63人 65人 30人

9,203
19,100人
（H29年

度）
22,700人 24,500人 26,300人 28,100人 29,900人 31,700人 長寿政策課

8,530 22,764人 23,193人 23,836人 24,750人

4,416
13件

（H29年
度）

15件 15件 15件 15件 15件 15件 長寿政策課

2,373 16件 15件 11件 11件

2
介護の重症化予防に取
り組めるよう支援します

5
介護予防・生活支援
サービス事業

□通所型サービスの実施
□訪問型サービスの実施

市民が重症
化予防に取
り組んでいる 5 管理

通所型サービスの利用
延べ件数

　サービスの利用件数につい
ては要支援者も含まれている
ため、目標値よりも増加して
いる。

管理
訪問型サービスの利用
延べ件数

3
認知症の早期発見に取
り組みます

6
認知症の早期診断・早
期対応の充実

□認知症初期集中支援チームに
よる支援
□認知症相談窓口協力事業所の
登録
□認知症疾患医療センターとの連
携

市民が認知
症について
早期に相談
することがで
きる

6 管理

認知症初期集中支援
チームによる支援ケース
数

市民が社会資
源を利用しな
がら認知症に
なっても地域で
生活すること
ができる

8 成果
認知症カフェ箇所数（年
度末時点）

　認知症初期集中支援チーム
については、常勤の専門職を
事業所等からの出向職員とし
て、本来4人体制で事業を
行っているが、令和4年度に
おいては事業所等からの出
向が困難であったこともあり、
2名体制であった。そのため、
支援ケース数も減少した。

　これまで、介護保険事業所
に業務を委託してきたが、感
染症対策として、受託される
事業所数が少なくなってい
る。

市民が認知
症を正しく理
解し、地域で
支えることが
できる

7 成果
認知症サポーターの養
成数（累計）

　感染症対策のため、会場開
催が中心の講座が実施でき
ず、認知症サポーターの養成
数は、目標値を下回ってい
る。

5
認知症の方とその家族
を支援します

8
認知症の人や家族介護
者への支援

□認知症カフェ
□若年性認知症の人やその
家族の集いの場

4
認知症の方を地域で支
える仕組みをつくります

7
認知症を正しく理解し、
地域で支える体制の構
築

□認知症サポーター養成講座
□行方不明高齢者早期発見ダイ
ヤル登録事業
□高齢者等地域見守りネットワー
ク事業
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おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民がなっているべき状態（最終アウトカム） 市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 88.0% → → 90.0% →

実績 － 86.0% 86.1% 86.9% 87.7%

目標 → 92.0% → → 95.0% →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 － 90.3% 90.9% 91.4% 85.9%

7.58 → 5.83 → → → 目標 → 30.0% → → 50.0% →

3.06 → 2.67 → → → 実績 22.0% 42.1% 42.5% 47.5% 46.1%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています ★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

-
19回

（H29年
度）

20回 20回 20回 20回 20回 20回 保健予防課

- 26回 10回 8回 13回

-
259人

(H29年
度）

260人 260人 260人 260人 260人 260人 保健予防課

- 263人 393人 269人 242人

-
332件

（H29年
度）

335件 335件 335件 335件 335件 335件 保健予防課

- 369件 463件 287件 254件

26
37人

（H29年
度）

40人 45人 50人 55人 60人 65人 保健予防課

30 104人 93人 145人 137人

-
169件

（H29年
度）

170件 170件 170件 170件 170件 170件 保健予防課

- 227件 347件 185件 134件

基本目標１　生涯にわたる健康づくりを進めます　　　

分野４　難病支援

難病患者や家族が、望む場所で望む人と、安心して自分らし
い生活を続けることができる

１　難病患者の生活の質（ＱＯＬ）が高くなっている
２　家族の生活の質（ＱＯＬ）が高くなっている
３　災害時の対応が地域ぐるみでできる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

難病患者及びその家族が自分らしく暮らすことができている
と感じる割合

1　難病患者が生活に満足を感じている割合

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）
２　必要な情報や支援が得られている割合

３　災害時の援助方法が明確になっている難病患
者の割合

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課

1
難病患者が安心して在
宅療養ができるように支
援します

1
在宅療養患者に必要な
医療・支援の充実

□ケース検討会 難病患者が
適切な医療
を受けてい
る

1 管理

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

ケース検討会出席

　コロナ感染症の影響により、
患者宅や病院への訪問数が
減少しているが、電話連絡等
により患者や家族の負担や
不安の軽減を図った。従事者
研修会はオンラインで実施し
た。

2
難病患者向け相談窓口
の設置・相談機会の提
供

□個別相談 難病患者が
適切な介護
福祉生活支
援を受けて
いる

2 管理 個別相談件数（実人数）

福祉制度に関すること・申請
に関する個別相談件数
(おたずね票より）

4
難病在宅支援従事者の
資質向上

□難病従事者研修会

4 成果
難病従事者研修会参加
者数

3
経済的負担軽減策の推
進と情報提供

□個別相談

3 管理

5 管理

家庭看護に関する個別
相談件数（おたずね票よ
り）

　令和３年度より指定難病の
更新手続きが郵送となったた
め、窓口での相談が減ってい
る。電話連絡により家族の相
談を受けるよう努めた。

2

難病患者の家族や周囲
の方が本人に継続した
支援ができるようにしま
す

5
家族向け相談窓口の設
置・相談機会の提供

□個別相談 難病患者の家
族が必要な情
報を得ることが
でき、適切に
サービスを受
けている
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

-
39%

（H29年
度）

39% 40% 42% 45% 47% 50% 保健予防課

- 45.5% 48.7% 40.8% 44.6%

50

8学区

14人

（Ｈ30年

度）

12学区

30人

16学区

46人

20学区

62人

24学区

78人

30学区

94人

36学区

108人
保健予防課

0
16学区

25人
24学区

69人
中止 －

3
災害時に難病患者が適
切な対応をとることがで
きるようにします

6
避難行動要支援者に対
する災害時への備えの
充実

□難病更新申請おたずね票
□災害時避難行動要支援者
個別支援計画作成支援

患者や家族の
危機管理の意
識が高まり、自
助を強化でき
る

　令和４年度より個別避難計
画作成推進室が開設され、地
区組織への研修を行ってい
る。

地域住民が難
病について理
解し、共助を強
化できている

成果

災害に関する従事者研
修会の地区組織役員参
加者数

6 成果

家族や身近な人と災害
発生時の対応を話し
合ったことのある患者の
割合(おたずね票より）
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おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 286人 → → 283人 →

実績 289人 281人 280人 261人 247人

目標 → 92人 → → 80人 →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 103人 106人 98人 87人 74人

6.09 → 5.53 → → → 目標 → 95% → → 98% →

2.75 → 2.50 → → → 実績 － 90% 95% 93% 89%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています 目標 → 90% → → 95.0% →

実績 － 87% － － －

★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

753
38件

（H29年
度）

38件 38件 38件 38件 38件 38件 保健予防課

704 31件 26件 35件 37件

-
26件

（H29年度）
25件 25件 25件 25件 25件 25件 保健予防課

- 17件 24件 19件 19件

-
1回

（H29年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健予防課

- 1回 1回 0回 1回

3,085
28件

（H29年
度）

28件 28件 28件 28件 28件 28件 保健予防課

4,620 21件 22件 25件 29件

精神疾患がある方及びその家族が自分らしく暮らすことができている
と感じる割合

1　1年以上の長期入院者数（65歳以上）

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）
２　1年以上の長期入院者数（65歳未満）

３　精神障害者の家族教室・交流会の満足度

４　家族が精神の病気に罹った時に相談しようと思
う割合

基本目標１　生涯にわたる健康づくりを進めます　　　

分野５　精神保健

市民がなっているべき状態（最終アウトカム）

精神障害者や精神的健康に課題を抱える者及びその家族
並びに地域住民が、安定した社会生活を送ることができる

１　精神障害者や精神的健康に課題を抱える者の状態が落ち着いている
２　精神障害者や精神的健康に課題を抱える者の家族が健康で落ち着いて生活できる
３　社会全体が精神疾患を受入れることができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

担当課

1
こころの健康づくりを支
援します

1
いつでも相談できる体
制づくりの強化（本人）

□専門医による精神保健相談 精神障害者
や精神的健
康に課題を
抱える者が
精神保健に
関する支援
を受けてい
る

1 管理
専門医による精神保健
福祉相談件数

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

　専門医による相談件数は昨
年度より増加した。自殺未遂
者をフォローする「いのちをつ
なぐ相談員」派遣事業は救急
告示病院との連携が深まり、
新規対象者数が増加してい
る。

2 受診支援（勧奨）

□未受診者や医療中断者が
適切に医療を受けることがで
きるように支援する 2 管理 受診支援（勧奨）

3
精神科医療機関との連
携強化

□精神科救急システムブロッ
ク会議の開催

3 管理
精神科救急システムブ
ロック会議開催回数

4 自殺対策の強化

□いのちをつなぐ相談員派遣
事業

精神保健に
関する支援
が必要な方
が孤立して
いない

4 管理
「いのちをつなぐ相談員」
派遣事業新規対象件数
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

担当課

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

-
0件

（H29年
度）

3件 4件 4件 5件 5件 6件 保健予防課

- 5件 3件 5件 1件

- － 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 保健予防課

- - - - -

2 46
5回

（H29年
度）

5回 4回 4回 4回 4回 4回 保健予防課

45 5回 1回 3回 3回

-
5,530件
（H29年

度）
5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 保健予防課

- 5,722件 7,861件 7,052件 7,264件

46
137人

（H29年
度）

140人 140人 140人 140人 140人 140人 保健予防課

45 98人 22人 36人 48人

3 - － 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 今後設定 保健予防課

- 94.0% 88.4% － －

26
76人

（H30年
度）

80人 80人 85人 90人 95人 100人 保健予防課

26 58人 － 140人 56人

50
10回

（H29年
度）

10回 10回 10回 10回 10回 10回 保健予防課

0 9回 2回 7回 8回

5
退院後支援フォロー体
制づくり

□退院後個別支援計画

5 管理

家族の孤立を防ぐ取組
の実施

□家族相談・交流会の開催 精神障害者
及び精神的
健康に課題
を抱える者
の家族が、
支援を受け
ている。

7

退院後個別支援計画作
成件数

6
ピアサポート活動を支
援し、地域での居場所
づくりを推進

□地域でのサロンの開催

6 成果 地域でのサロンの実施

管理
家族相談・交流会開催
回数

　令和３年度同様、コロナ禍で
家族交流会の回数が減り、参
加者数も減っている。精神保
健相談件数は昨年度より増
加した。

8
いつでも相談できる体
制づくりの強化（家族や
周囲）

□保健師等による電話相談、
家庭訪問

8 管理 精神保健相談件数

家族相談・交流会の参
加者数

精神疾患に対する理解
者を増やします

10
こころの健康づくりのた
めの啓発

□出前講座の実施 精神疾患に
関して理解し
ている市民
が増えてい
る。

10 成果
出前講座での精神に関
する理解度

9
家族の精神疾患に対す
る理解促進

□家族相談・交流会の開催

9 管理

精神障害者及び精神的
健康に課題を抱える者
を持つ家族や周囲の方
が継続支援をできるよう
に取り組みます

7

中核的人材育成事業実
施回数

12
多職種協働による支援
体制づくり

□地域包括ケア構築に向けて
の体制づくり

12 管理

　コロナ禍で市民向け出前講
座の依頼が少なく実施は２回
であった。アンケートは実施で
きなかった。
　従事者研修会はオンライン
での開催となった。
　早期介入・支援事業運営会
議、自立支援協議会の精神
保健福祉部会で精神障害者
の地域包括ケアシステム構築
について検討し、人材育成の
研修会を開催した。

11
支援者に対する活動支
援（スキル向上策）

□精神保健従事者研修会の
開催

11 成果
精神保健従事者研修会
の参加者数
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おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 0件 → → 0件 →

実績 0件 0件 0件 0件 0件

目標 → 10.0以下 → → 10.0以下 →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 12.0 9.3 8.1 11.0 12.7

7.69 → 7.20 → → → 目標 → 2.0% → → 0.0% →

2.28 → 2.30 → → → 実績 3.7% 0.9% 0.7% 0.1% 0.5%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています ★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

1,773
48機関
（R元年

度）

60％
48機関

60％
48機関

60％
48機関

60％
48機関

60％
48機関

60％
48機関

保健予防課

1,526
30.2％
48機関

34.2％
中止

91機関  89機関

-
23回

（H29年
度）

25回 25回 25回 25回 25回 25回 保健予防課

- 25回 31回 28回 26回

-
60人

(H29年
度）

120人 150人 180人 210人 240人 270人 保健予防課

- 256人 324人 344人 354人

-
2回

（H30年
度）

４回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 保健予防課

- ４回 2回 2回 4回

52,897 － 8,650人
10,454人

（累計
14,778人）

6,154人
（累計

20,932人）

2,865人
（累計

18,068）

1,910人
（累計

19,978）

954人
（累計
20,932

人）

保健予防課

14,995 3,722人
7,258人

（累計
10,980）

4,223人
（累計

15,203）

901人
（累計

16,104人）

基本目標２　安全で快適な生活環境づくりを進めます

分野６　感染症対策

市民がなっているべき状態（最終アウトカム）

市民が感染症の脅威から逃れ、安心して暮らすことができる
１　市民が感染症にかからない（予防している）
２　市民が感染症にかかっても、適正な医療や支援を受けることができる（重症化予防）

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

感染症に関して不安なく暮らすことができていると感じる市民の割合 1　先天性風しん症候群の発生件数

数値目標実績
２　結核り患率（人口１０万人対）

3　集団発生事例における入院患者の割合(入院者
数/有症者数)

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課

1
感染症予防に取り組み
ます

1
予防接種の実施及び相
談

□ＨＰＶワクチンキャッチアップ
接種に係る対象者等への個
別通知の実施
□予防接種安全実施研修会
の実施

市民が感染
症について
の正しい知
識と情報を
持ち、予防
対策をとって
いる

1 成果

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

3
感染症発生動向調査及
び情報提供

□感染症従事者研修等の研修時
や広報等他の媒体を活用して、感
染症情報メールの登録周知
□感染症対策に関する積極的な
情報発信

3 成果
感染症情報メール登録
者数

高齢者肺炎球菌予防接
種の接種率
予防接種安全実施研修
会参加医療機関数

　前年度に引き続きオンライ
ン形式で研修会を実施した。
集合研修でなく、各医療機関
が所在地から参加できるた
め、以前より参加者数が増加
した。引き続き、開催方法に
ついて検討していく。

2
感染症に関する正しい
知識の普及・啓発

□関係機関（学校・保育園等）
と連携した予防接種勧奨の実
施 2 管理 接種勧奨延べ回数

　日本脳炎ワクチン不足が解
消し、4歳児、小学4年生への
接種勧奨の再開と、小学5年
生への接種勧奨を実施した。
また、LINE、とも☆育を活用し
た接種勧奨を始めた。

　メインの啓発では無くても情
報提供会参加の際には結核
についても啓発するように改
善した

4
結核予防に関する知識
の普及・啓発

□介護・高齢者事業所への啓
発活動の充実

4 管理

介護・高齢者福祉事業
所への結核に関する情
報提供機会の拡充

5
感染症予防に関する相
談及び抗体検査、費用
助成の実施

□追加的風しん対策の実施
（39歳から56歳までの男性の風し
ん抗体検査及び予防接種）
□従来の風しん抗体検査の実施
□風しん予防接種費用助成の実
施

市民が感染
症にかから
ない環境が
整っている

5 成果

39歳から56歳までの男
性の風しん抗体検査受
検者数

　追加的風しん抗体検査事業
は令和６年度まで延長されて
いるので、引き続き抗体保有
率の上昇を目指し、抗体検査
を行っていく。
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

-
２回

（H29年
度）

２回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 保健予防課

- ２回 １回 １回 １回

2,727
99.6%

（H29年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 保健予防課

1,309 95.5% 94.9% 96.70% 98.00%

1,699
206人

（H29年
度）

216人 252人 288人 324人 360人 360人 保健予防課

1,758 212人 126人 110人 135人

133
78.4%

（H29年
度）

100% 100% 100%
98%
95%

100%
95%

100%
95%

保健予防課

140 77.3% 87.1% 98% 100%

63
50%

（H29年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 保健予防課

0 50.0%
0

（対象者
なし）

0
（対象者

なし）

0
（対象者

なし）

20
0回

（H30年
度）

1回 2回 2回 2回 2回 2回 保健予防課

0 1回 0回 1回 1回

-
100%

（H29年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 保健予防課

- 100% 100% 100% 100%

70
98.4％

(H30年度)
100% 100.0% 100% 100.0% 100% 100.0% 保健予防課

0 97.8% （未実施） （未実施） 100.0%

-
67.1%

（H29年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 保健予防課

- 52.0% 59.6% 89.40% 94.70%

市民が感染
症にかから
ない環境が
整っている

6
感染症の予防対策に係
る体制の強化

□各種マニュアルの見直し
□高病原性鳥インフルエンザ
発生時対応訓練の実施 6 管理

高病原性鳥インフルエン
ザ発生時訓練の実施

2
感染症の早期発見、早
期治療を支援します

7
感染症発生時疫学調査
及び接触者健診・接触
者健康調査の実施

□結核接触者健診対象者へ
の健康教育の実施

市民が相
談・受診しや
すい環境が
整っている。

7 成果 結核接触者健診受診率

8
ＨＩＶの相談・検査（特定
感染症相談検査）の実
施

□受診率の向上に向けＨＩＶ検
査（特定感染症相談検査）の
実施方法の充実を図る 8 成果

ＨＩＶ検査（特定感染症相
談検査）受検者数

　梅毒の流行などHPに掲載、
京都新聞社の取材を受ける
大学等への情報提供、保健
所で検査を実施していること
を周知していく

9
感染症の受診・服薬支
援の実施及び相談の充
実

□薬局ＤＯＴＳ（直接服薬支
援）等ＤＯＴＳ方法の充実を図
る 9 成果

DOTS実施率（準完全実
施を含む）

　薬局DOTSの活用、郵送
DOTSの対応を含め100％実
施の継続を目指す

成果
肝炎検査陽性者の精密
検査受検率

3
医療機関・施設等の感
染症対策を強化・支援
します

11
施設等の感染症対策に
係るマニュアルの改訂
及び会議の開催

□発生時対応にかかる関係
者会議の実施

適正な医慮
や支援を受
けることがで
きる

11 管理

10

肝炎重症化予防事業
（初回精密検査費用助
成等）の周知・啓発及び
フォローアップの実施

□特定感染症相談検査の肝炎検
査陽性となった者へ初回精密検査
費用助成への参加を勧奨し、受診
までのフォローアップを行なう。

10

関係機関（県・市民病
院）との連絡調整会議の
開催回数

定期健康診断実施施設
からの報告率

　回収率を上げるため、提出
依頼や介護施設への出張研
修会での呼びかけ等を続け
ていく

□感染症対策にかかる従事
者研修会の実施

13 成果
従事者研修内容の理解
度

14
定期健康診断実施報告
の適正な管理

□報告対象機関へ、結核及び
健康診断についての周知啓
発 14 成果

　新型コロナ対応のため、休
止していた従事者研修会（保
育園・幼稚園・学校対象）をリ
モート開催で再開し、８６機関
から参加された。

12
感染症発生状況等、感
染症対策に係る情報提
供、周知・啓発

□感染症集団発生の報告を
受けた社会福祉施設に対する
適切な指導及び情報提供 12 成果

終息確認まで支援でき
た施設の割合

13

医療機関・福祉施設等
の資質の向上に係る研
修の実施及び会議の開
催

17



おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → － → → － →

実績 10.9人 1.47人 41.06人 1.45人 19.49人

目標 → 0.0% → → 0.0% →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 0.0% 27.0% 11.1% 0.0% 0.0%

8.33 → 8.12 → → → 目標 → 80.0% → → 80.0% →

1.92 → 1.82 → → → 実績 78.5% 78.9% 78.9% 80.0% 79.0%

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています ★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

4,236
3,175件
（H29年

度）

3,700件以
上

3,700件以
上

3,700件以
上

3,700件以
上

3,700件
以上

3,700件
以上

衛生課

3,484 3,868件 3,059件 2,375件 2,171件

4,236
4件

（H29年
度）

0件 0件 0件 0件 0件 0件 衛生課

3,484 1件 4件 1件 5件

-
-

（H30年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 衛生課

- - - - -

1,531 -
800件

-
800件

-

800件
600件

15%

800件
1,200件

30%

800件
1,800件

45%
40%

800件
2,400件

60%
50%

衛生課

1,390
1,370件

-

827件
173件

4.4%
11.8% 21.9%

275
46%

（H30年
度）

80% 80% 80% 80% 80% 80% 衛生課

275 93.6% 100% 93.8% 93.8%

-
1,608件
（H29年

度）
1,650件 1,650件 1,650件 1,650件 1,650件 1,650件 衛生課

- 1,659件 1,515件 1,527件 1,500件

基本目標２　安全で快適な生活環境づくりを進めます

分野７　生活衛生対策

市民がなっているべき状態（最終アウトカム）

市民が健康で衛生的な日常生活を送ることができる
１　市民が食中毒にならない
２　市民が衛生的な生活環境で暮らすことができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に不安なく日常生活を送ることがで
きていると感じる市民の割合

1　人口１０万人当たりの食中毒患者数（全国平均
以下）

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）
２　指導実施施設における翌年の苦情再発率

3　狂犬病予防接種率

飲料水の衛生確保のた
めの指導の実施

□専用水道、簡易専用水道に
対する監視指導
□飲用井戸への衛生指導

3 成果

衛生上問題があると判
定された施設の改善率
（簡易専用水道）

　施策1について、令和4年度の監視
指導件数は前年度より減少し、
2,171件であった。この減少要因は、
食品等事業者に対して義務化され
た「HACCPに沿った衛生管理」の導
入指導等には、これまで以上に時
間と労力を要するものであったため
と推測される。時間と労力は要する
が今後も法遵守等について指導・助
言を行っていく。
　施策2について、食中毒件数は5件
であった。5件のうち2件の病因物質
はノロウイルスであって、この2件の
合計患者数は60人となり多数の食
中毒患者が発生したことから、原因
施設の従事者に対して再発防止の
ための衛生教育を丁寧に行った。そ
の他市内事業者に対しては食中毒
予防啓発講習会を再現性のある動
画配信によって実施する等、事業者
に対するきめ細やかな指導に努め
ており、引き続き食中毒予防啓発を
実施していく。
　施策4について、未だHACCPに
沿った衛生管理の導入を完了して
いる事業者は100％に至っていない
状況であることから、今後も食品等
事業者に対して、監視時の指導の
徹底や講習会の実施、巡回活動等
を行う食品衛生協会との連携によ
り、制度の普及・啓発に努めていく。

食中毒発生時の原因特
定と対策の実施

□食中毒発生時の的確な検
査の実施
・被害拡大・再発防止のため
の指導・助言

2 管理

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課

1
食中毒の発生を防止し
ます

1
飲食店等食品営業施設
に対する監視指導の実
施

□飲食店等食品営業施設へ
の計画的な監視指導、収去検
査の実施

食品の安
全、安心が
確保されて
いる

1 成果

上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

監視指導件数

2 食中毒件数

3

管理

食品事業者に対する導入支
援件数
ＨＡＣＣＰ導入確認施設数
ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
の導入確認施設率

5
リスクコミュニケーション
の実施

□食の安全・安心シンポジウ
ムの実施

市民が食品
に関する知
識を高めて
いる

5 成果

「食の安全に関する理解
が深まった」と回答する
市民の割合

4
食品事業者への啓発
（ＨＡＣＣＰ方式に沿った
衛生管理の導入支援）

□HACCP導入指導及び実施
状況の確認

食品事業者
が自主的に
適正な衛生
管理を行っ
ている

4

　施策5については、シンポジウム
実施後のアンケート結果において、
食の安全に関する理解が深まった
市民の割合は93.8%であり、目標値
を達成した。今後も引き続き、消費
者及び関係者間での意見交換等を
行い、食の安全に関するリスクコミュ
ニケーションの充実を図る。

6
市民向けの講習会や
ホームページ・ＳＮＳに
よる情報提供の実施

□メール配信、FAX配信、
SNS等での情報提供
□市民向け講習会の実施 6 成果

食の安全・安心情報の
配信件数

施策6については、メール配信サー
ビス登録者数及び衛生課Twitter
フォロワー数であり、前年度より減
少している。今後も継続的な情報発
信とその周知により目標指標達成
に向けて取り組んでいく。

18



説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

担当課
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

286
15件

（H29年
度）

10件 10件 10件 10件 10件 10件 衛生課

236 9件 6件 6件 6件

138
0件

（H29年
度）

0件 0件 0件 0件 0件 0件 衛生課

92 0件 0件 0件 0件

286
0件

（H29年
度）

0件 0件 0件 0件 0件 0件 衛生課

236 0件 0件 0件 0件

138 - 向上 向上 向上 向上 向上 向上 衛生課

92 71件 26件 33件 19件

3,430

犬　80％
猫　33％
（H29年

度）

犬　82％
猫　36％

犬　84％
猫　40％

犬　86％
猫　43％

犬　88％
猫　47％

犬　90％
猫　50％

犬　92％
猫　52％

動物愛護セ
ンター

2,699
犬　81％
猫　57％

犬　87％
猫　50％

犬　96％
猫　46％

犬　97％
猫　35％

3,430

犬　80％
猫　33％
（H29年

度）

犬　82％
猫　36％

犬　84％
猫　40％

犬　86％
猫　43％

犬　88％
猫　47％

犬　90％
猫　50％

犬　92％
猫　52％

動物愛護セ
ンター

2,699
犬　81％
猫　57％

犬　87％
猫　50％

犬　96％
猫　46％

犬　97％
猫　35％

252
44地域
（H29年

度）
50地域 54地域 58地域 61地域 64地域 67地域

動物愛護セ
ンター

166 55地域 60地域 65地域 74地域

3,430
81件

（H29年
度）

80件 80件 80件 80件 80件 80件
動物愛護セ
ンター

2,699 32件 21件 51件 34件

3,430
4件

（H29年
度）

5件 5件 5件 5件 5件 5件
動物愛護セ
ンター

2,699 4件 1件 7件 1件

7,135
29%

（H29年
度）

28.0% 27.0% 26.0% 25.0% 25.0% 25.0%
動物愛護セ
ンター

6,463 30.3% 30.3% 29.9% 31.0%

　施設が原因となる感染症の
発生はなく、全ての施策にお
いて、目標値を達成すること
ができた。
　令和4年度は、これまで新型
コロナウイルス感染流行期間
であったために立入が困難で
あった生活衛生施設に積極
的に出向き、実地により必要
な指導を行うことができた。
　令和5年度については、新
型コロナウイルス感染症が感
染症法上の5類に位置付けら
れ、人々の活動がさらに活発
となることが予想される。策定
した監視指導計画に基づき、
生活衛生施設に対し、効率的
かつ効果的な監視指導をより
一層積極的に行っていく。
　衛生害虫についても、引き
続き市民への啓発等を行って
いく。

9 管理
施設が原因となる感染
症の発生件数（再掲）

7 管理
生活衛生営業施設の苦
情件数

8
生活衛生営業施設の営
業者への啓発・支援

□講習会の実施
□リーフレット配布

8 管理

7
生活衛生営業施設に対
する監視指導の実施

□生活衛生営業施設に対す
る計画的な監視指導の実施

衛生営業施
設（旅館や
理容所など）
が安全であ
る

　犬返還譲渡率は目標値を上
回ったものの、猫返還譲渡率
は野良猫の子猫の引取りが
多く自活不能による処分が多
くなり目標値を下回った。今後
も適正飼養の啓発を継続して
実施していく。

　地域猫活動取組地域数は
74地域で目標値を上回った。
今後も啓発を実施して取組地
域を増やしていく。

　動物取扱業及び特定動物
の監視数は目標値を下回っ
た。これらの施設に関する苦
情が少なく監視数も少なかっ
た。

12

　狂犬病予防注射確認ハガキ
送付率は目標値を下回った。
今後も予防注射の接種率向
上の啓発を継続して実施して
いく。

管理
衛生害虫に関する苦情
件数

3
動物の愛護と狂犬病の
予防を推進します

11

10
生活衛生に関する市民
への啓発

□ホームページでの啓発の実
施
□リーフレット配布

市民が衛生
に関する知
識を高めて
いる

10

14

16

15

飼い犬の登録や狂犬病
注射に関しての周知啓
発

□狂犬病予防集合注射、広
報、ホームページ

16

2
施設が原因となる感染
症を防止します

犬猫譲渡返還率（再掲）

地域猫活動取組地域数

適正飼養者増加のため
の啓発

□犬猫飼い方講習会、犬のし
つけ方教室

市民が犬猫
等の愛護動
物と共生して
いる

11 成果 犬猫譲渡返還率

13

所有者明示の徹底

□犬猫飼い方講習会、広報、
ホームページ

12 成果

所有者のいない猫への
対策

□地域猫活動支援事業

13 成果

施設が原因となる感染
症の発生件数

9
レジオネラ症発生時に
微生物検査の実施

□レジオネラ症発生時の的確
な微生物検査の実施
□被害拡大防止、再発防止の
ための指導・助言

成果
狂犬病予防注射確認ハ
ガキ送付率

動物取扱業者に対する
監視指導の実施

□監視指導、動物取扱責任者
研修会

14 管理 監視指導件数

特定動物飼養者に対す
る監視指導の実施

□監視指導

15 管理 監視指導件数

19



おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

分野８　医療体制・医療安全

市民がなっているべき状態（最終アウトカム） 市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → 向上 → → 向上 →

実績 72.5% - － － 62.4%

目標 → － → → － →

計画策定時 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 実績 628床 535床 557床 557床 557床

7.91 → 7.70 → → → 目標 → 向上 → → 向上 →

2.18 → 2.31 → → → 実績 32.0% 31.4% 33.5% 36.1% 33.1%

目標 → － → → － →

実績 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

目標 → 向上 → → 向上 →

実績 － 89.3% 90.4% 92.63% 90.50%

★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

1,356
53件

（H30年
度）

53件 60件 60件 65件 65件 70件

827 58件 36件 41件 67件

2 472
6.8％

(H29年度)
→ → → 8% → 10%

地域医療政
策課

336 → → → 6.6%

918
56.7％

（H30年
度）

52% 47% 42% 38% 34% 30%
地域医療政

策課

222 58.5% 52.2% 69.1% 52.7%

12,177
56.7％

（H30年
度）

52% 47% 42% 38% 34% 30%
地域医療政

策課

12,177 58.5% 52.2% 69.1% 52.7%

　小規模単位の開催やラジオ
を活用するなど、感染防止対
策を講じながら、市民啓発講
座を開催した。新型コロナウ
イルス感染症の影響により在
宅療養への認識が高まった
反面、市民啓発活動の機会
が減少したため、数値の向上
には至らなかった。

3

　オンライン形式の研修会に
グループワークを取り入れ、
情報交換や情報共有を図っ
たことや拠点訪問看護ステー
ションによる医療介護関係者
への相談支援により、不安に
感じる割合の軽減につながっ
た。しかし、オンライン形式は
些細な相談などしにくいことも
あり、今後は対面形式での研
修会も再開し、連携強化に努
めていく。

基本目標３　安心して暮らせる医療体制づくりを進めます

市民が望んでいる安全・安心な医療を受けることができる

１　市民が状態に応じた医療を選択することができる
２　市民が適正に救急医療を利用することができる
３　市民が安全な医療などのサービスを受けることができる
４　市民が不安なく医療機関などを利用することができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

医療を身近に感じて、安心して受診することができていると感じる市
民の割合

1　長期療養や看取りに関する希望を持っている市
民の割合

担当課

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

4
医療介護関係者への相
談支援

□拠点訪問看護ステーション
による相談支援
□すこやか相談所・あんしん
長寿相談所による相談支援

数値目標実績（上段：平均点（１０点満点）／下段：標準偏差）
2　病床機能のうち、不足する病床数（回復期）

3　救急搬送で適正に利用している割合
（救急搬送で軽症を除いた割合）

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています
4　医療安全対策に関する委員会を設置している病
院の割合

5　医療相談に対する相談者の納得度

成果

医療介護機関関係者が
不安に感じる割合（再
掲）

地域医療政
策課

／長寿政策
課

　令和4年度はリハサポ会議4
件、リハビリテーション出前講
座24件、熱心まちづくり講座8
件、介護予防サポーター養成
講座1件、介護予防サポー
ター応援講座29件、看護・介
護・リハビリテーション合同研
修会1件の合計67件実施。

在宅療養・看取りを支援
します

2
在宅看取りについての
市民理解の促進

□市民啓発講座
□リーフレットの作成配布
□その他媒体を活用した啓発
□あんしん長寿相談所等での療養
相談

市民が在宅
（自宅、施
設）療養・看
取りを選択し
ている

2

成果
専門職が関わる事業の
実施件数

市民にとっ
て、専門職
の派遣体制
が整備され
ている

1

成果

在宅で看取りを望む人
のうち実現できると考え
る人の割合

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

1

地域リハビリテーション
支援体制を整備します

1

専門職が活動しやすい
環境の整備（地域リハビ
リテーション支援体制の
整備）

□専門職の所属機関に対し、派遣
協力を依頼する（「リハ職派遣協力
機関」への登録）
□専門職による話し合いの場の設
定や、研修／講座を開催する

多職種連携の推進

□多職種合同研修会
□看護職多分野連携研修会

3 成果
医療介護機関関係者が
不安に感じる割合

4
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

担当課

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

420
137人

（H30年
度）

144人 180人 183人 185人 187人 190人
地域医療政

策課

420 177.3人 193.2人 197.3人 186.0人

673
0か所

（H30年
度）

0か所 3か所 3か所 3か所 3か所 3か所
地域医療政

策課

510 １か所 1か所 3か所 3か所

10,533
1,920人/月
（H29年10

月）

2,080人/
月

2,240人/
月

2,400人/
月

2,560人/
月

2,730人/
月

2,888人/
月

地域医療政
策課

8,710
1,732人/

月
1,765人/

月
1,909人/

月
1,923人/

月

1,830人/月
（H29年9

月）

1,880人/
月

2,280人/
月

2,300/
月

2,350人/
月

2,400人/
月

2,450人/
月

地域医療政
策課

2,259人/
月

2,500人/
月

2,844人/
月

2,937人/
月

43件
（H30年6
～11月）

170件 280件 390件 500件 610件 720件
地域医療政

策課

118件 206件 258件 175件

56.7％
（H30年

度）
52% 47% 42% 38% 34% 30%

地域医療政
策課

58.5% 52.2% 69.1% 52.7%

3 -

2,123床
333床
687床

（H29年
度）

→ → → → →

1,631床
961床
645床

（2025年）

地域医療政
策課

　地域医療構想調整会議を開
催し、適正な医療機能が保て
るよう、病院間との情報共有
や共通理解を深めていく。

- →
2,004床

404床
597床

2,004床
404床
597床

2,017床
404床
617床

2,331
4回

（H30年
度）

4回 4回 4回 4回 4回 4回
地域医療政

策課

1,200 3回 5回 3回 3回

4 367

入院時
91.8％
退院時
87.7％

（H30年
度）

入院時
93.5％
退院時

91％

入院時
95％

退院時
93％

入院時
96.5％
退院時

95％

入院時
98％

退院時
97％

入院時
99.5％
退院時

99％

入院時
100％

退院時
100％

地域医療政
策課

115

入院時
93.5％
退院時
66.7％

入院時
93.5％
退院時
92.3％

入院時
96.3％
退院時
96.6％

入院時
96.8％
退院時
96.0％

管理
訪問看護ステーションの
常勤換算看護師数

　訪問看護ステーションの常
勤換算数は昨年度と比べ、減
少しているが、滋賀県看護協
会が実施する調査の回答率
が低下しているためである。
　機能強化型訪問看護ステー
ション（大型化）により、訪問
看護が安定的に供給できる
体制整備を進めることができ
た。また、訪問看護ステーショ
ン間のネットワークの構築を
進めながら、訪問看護ステー
ションの質の向上や安定的な
運営を支援していく。

6
訪問看護ステーション
の体制強化

□機能強化型訪問看護ス
テーションの整備
□訪問看護ステーション間の
ネットワークづくり 6 成果

機能強化型訪問看護ス
テーション数

5
在宅医療の担い手の育
成・確保

□訪問看護ステーションの従事者
確保
□各分野における専門研修
□施設看取り強化のための職員
支援

5

適正な医療機能が保て
るようにします

8

地域医療構想の実現に向
けた取組（過不足のある病
床機能の転換やネットワー
ク化）

□将来、不足する病床機能を
推計する
□地域医療構想調整会議等
の開催（事務局として参画）

市民にとっ
て、必要な病
床機能の過
不足が解消
している

8

訪問診療利用者数（国
保連）

　訪問診療、訪問看護の利用
者数は年々増加している。訪
問診療体制については令和３
年度から北部及び南部エリア
で整備した病院によるバック
アップ体制を中部エリアに新
たに整備し、市内３病院によ
る訪問診療バックアップ体制
を構築した。必要な人が必要
な支援を24時間365日、安定
的に受けられるよう、引き続き
訪問診療・訪問看護の体制強
化に努めていく。

　拠点訪問看護ステーション
における医療・介護関係者か
らの相談件数は、令和３年度
は新型コロナウイルス感染症
の対応等の相談が多かった
ため、対前年比で減少してい
る。しかし、困難事例の連携
など高度な相談が増え医療
関係者からの相談も増えてき
ており、医療と介護関係者の
連携強化へつなげている。

管理
訪問看護利用者数（滋
賀県看護協会調査）

成果

拠点訪問看護ステーショ
ンにおける医療・介護関
係者からの相談

成果

医療介護機関関係者が
不安に感じる割合（再
掲）

7

２４時間の支援体制・在
宅看取りに対する診療
所の対応力強化（急変
時のバックアップ体制の
強化含む）

□拠点訪問看護ステーション
による相談支援
□医療介護関係者の連携強
化
□訪問診療体制の強化

7 管理

管理

病床機能報告等による４機
能の変化
　上段：高度急性期・急性期
　中段：回復期
　下段：慢性期

　市立大津市民病院の運営
については、評価委員会から
意見を聴き、適切な支援に努
めている。

患者情報の共有を円滑
にします

10 入退院支援連携の強化

□入退院支援ルールの運用
（活用と評価見直し）
□入退院支援に関する情報
交換会（病院―ケアマネ等・
病院担当者）

市民にとっ
て、医療･介
護関係者の
情報共有が
円滑に行え
ている

10 成果

ケアマネと病院間の情
報共有率
　入院時100％、退院時
100％

　入退院支援ルールを情報共
有のツールとして活用してお
り、入院時情報提供率、退院
時情報提供率ともに96.％以
上と高い水準で維持してい
る。また、入退院支援に関す
る研修会を開催し、病院関係
者と在宅支援者がお互いに
必要な情報の共有を図った。

9
市立大津市民病院の運
営の支援

□地方独立行政法人法にお
ける設立団体の責務を遂行す
る 9 管理

地方独立行政法人市立
大津市民病院評価委員
会の開催
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

担当課

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

1,207
795件

（H29年
度）

増加 増加 増加 増加 増加 増加
地域医療政

策課

1,044 914件 1,048件 1,180件 1,299件

5 253
6.8％

(H29年度)
→ → → 8% → 10%

地域医療政
策課

90 → → → 6.6%

253
89.6％

（H30年
度）

→ → → 向上 → 向上
地域医療政

策課

90 → → → 81.2%

6 27,260
11,160件
（H29年

度）
11,000件 11,000件 11,000件

11,000件
7,000件

11,000件
7,000件

11,000件
7,000件

地域医療政
策課

27,260 10,540件 3,491件 5,094件 6,947件

- － － － － － － －
地域医療政

策課
　ホームページを活用し、啓
発に努めている。

- － － － －

7 82,374
9,481件

（R3年度）
14,000件

－
14,000件

－
14,000件

－
14,000件
9,769件

14,000件
9,869件

11,400件

14,000件
9,869件

11,400件

地域医療政
策課

　救急医療の提供に要する経
費に対し補助金を交付し、救
急医療体制を確保している。

81,893
13,127件

－
11,780件

－
11,210件

 －
11,221件

　補助基準の多様化に伴い、
令和4年度から指標を変更。

- － － － － － － －
地域医療政

策課
　ホームページを活用し、啓
発に努めている。

- － － － －

8 690
141件

（H29年
度）

140件 140件 140件 140件 140件 140件
地域医療政

策課

　救急歯科診療事業に要する
経費に対し補助金を交付し、
歯科診療を確保している。

690 271件 161件 271件 144件

- － － － － － － －
地域医療政

策課

　広報誌の発行やホームペー
ジを活用し、啓発に努めてい
る。

- － － － －

9 201
98.5%

（H30年
度）

100% 100% 100% 100% 100% 100% 保健総務課

174 97.50% － 96.90% 97.02%

307
132件

（H29年
度）

130件 130件 130件 130件 130件 130件 保健総務課

164 142件 24件 153件 158件

□脳卒中地域連携クリティカ
ルパスの運用
□ICT（びわ湖あさがおネット
の活用）

　令和４年度医療機関立入検
査については、実地検査を行
わず、書面検査を実施した。
令和5年度は令和元年度以前
と同様の検査体制で実地によ
る立入検査を実施する予定で
ある。
施術所一斉監視指導につい
ては、未達に終わったもの
の、医薬品等一斉監視指導
については、十分な監視指導
を実施することができた。

市民にとっ
て、医療･介
護関係者の
情報共有が
円滑に行え
ている

成果
脳卒中地域連携クリティ
カルパス運用件数

かかりつけ医の活用を
すすめます

12
在宅医療（在宅療養・看
取り）についての市民理
解促進

□市民啓発講座
□リーフレットの作成配布
□その他、媒体を活用した啓
発

市民が医療
を正しく理解
することがで
きる

12

11
患者情報連携体制の整
備

11

成果

在宅で看取りを望む人
のうち実現できると考え
る人の割合（再掲）

　広報誌の発行やホームペー
ジ等を活用し、在宅医療やか
かりつけ医・医療の適正受診
について啓発に努めている。

13
かかりつけ医・医療の
適正受診についての啓
発

□医療情報の提供
□かかりつけ医機能について
の啓発
□その他、媒体を活用した啓
発

13 成果
かかりつけ医がある人
の割合（65歳以上）

管理 小児救急受診件数

　救急医療の提供に要する経
費に対し補助金を交付し、小
児救急医療体制を確保してい
る。

15
小児救急診療に関する
市民啓発

□ホームページによる啓発

15 管理 ホームページへの掲載

小児救急体制を確保し
ます

14 小児救急体制の確保

□大津市小児救急医療支援
事業費補助金の交付

市民（子ど
も）が休診時
間帯には救
急医療を利
用している

14

歯科での休日における
受入れ体制を確保しま
す 18

休日における歯科救急患
者に対する歯科診療の確
保

□大津市休日救急歯科診療
事業補助金の交付

18

管理

病院群輪番制における
救急受診者数各補助事
業による救急搬送受入
患者数合計

17
休日、夜間における救
急医療に関する市民啓
発

□ホームページによる啓発

17 管理 ホームページへの掲載

後方医療機関での休
日、夜間における受入
れ体制を確保します 16

休日、夜間における救
急医療体制の確保

□救急搬送受入医療機関の
確保に関する補助金の交付

市民（大人）
が憎悪時に
緊急の診療
を求めたと
き、救急医
療を利用し
ている

16

管理 休日歯科診療受診者数

19
休日における歯科救急
医療に関する市民啓発

□ホームページによる啓発

19 管理 ホームページへの掲載

管理

病院・有床診療所への
立入検査で適合した項
目の割合

21

医薬品等の安全確保と適
正使用のための監視指導・
普及啓発（監視指導計画に
定めた監視指導・収去検査
の実施）

□毎年全国的に実施される、
医薬品販売業等の立入検査
に合わせて、医薬品等の適正
な販売の確保を図る。

21 管理
一斉監視指導件数（医
薬品・医療機器等）

医療などの安全・安心
を確保します

20
医療機関への立入検査
の実施

□15病院と有床診療所4箇所
の立入検査を行う。

市民にとっ
て、医療機
関などが安
全の確保さ
れた機関に
なっている

20
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

担当課

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）
現状値

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

1
49件

（H29年
度）

50件 50件 50件 50件 50件 50件 保健総務課

1 63件 － 63件 7件

1,815
281件

（H29年
度）

維持 維持 維持 維持 維持 維持 保健総務課

1,728 318件 251件 217件 242件

57 33.8% 維持 維持 維持 維持 維持 維持 保健総務課

56 37.7% 22.3% 39.17% 42.56%

　令和４年度医療機関立入検
査については、実地検査を行
わず、書面検査を実施した。
令和5年度は令和元年度以前
と同様の検査体制で実地によ
る立入検査を実施する予定で
ある。
施術所一斉監視指導につい
ては、未達に終わったもの
の、医薬品等一斉監視指導
については、十分な監視指導
を実施することができた。

22
施術所の安全管理体制
の強化

□施術所50箇所に立入検査
を行う。

22 管理
一斉監視指導件数（あん
ま、柔道整復等）

医療安全支援センター
の相談件数

24
病院の医療安全担当者
に対する研修会の実施

□病院の医療安全担当者を
対象に研修会を開催する

市民は病院の
相談窓口を適
切に利用して
いる

24 管理

医療安全支援センター
の相談件数のうち病院
に関する相談件数の割
合

23
医療安全支援センター
の適切な運営

□広報などに医療安全支援センタ
-について掲載する
□市民に対する出前講座を開催す
る
□医療安全に関する研修会に参
加する

市民は医療や病
気についての不
安を医療安全支
援センターに相
談している

23 管理
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おおつ保健医療プラン２０１９　　令和４年度アクションプラン

市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）

計画策定時 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 → － → → － →

実績 ２病院 2病院 2病院 2病院 2病院

目標 → － → → － →

実績 88人 86人 84人 92人 102人

目標 → － → → － →

実績 2回 2回 2回 1回 7回

目標 → － → → － →

実績 ０人 4人 918人 17,403人 77,342人

目標 → － → → － →

実績 214か所 213か所 216か所 217か所 154か所

★は主要施策

説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

1,176
2人

（H30年
度）

10人 10人 10人 10人 10人 10人 保健総務課

1,149 2人 2人 2人 6人

1,024
12か所
（H30年

度）
12か所 12か所 12か所 12か所 12か所 12か所 保健総務課

984 12か所 12か所 12か所 12か所

448
33人

（H30年
度）

15人 15人 15人 15人 15人 15人 保健総務課

479 14人 - - 13人

246
1回

（H30年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健総務課

249 1回 1回 1回 4回

災害時における医療提
供体制の構築

□備蓄医薬品の薬局への継
続的配置

担当課

災害が起こったとき、市
民の健康面の安全を確
保します

1
災害時における医療機
関の被害状況の情報収
集

□市総合防災情報システム、
EMIS、災害時透析ネットワー
クシステムの操作研修の実施

災害時に医
療が必要な
市民にとって
受診可能な
医療機関情
報が集約さ
れている。

1 管理
EMISを操作できる職員
数

基本目標３　安心して暮らせる医療体制づくりを進めます

分野９　健康危機管理

市民がなっているべき状態（最終アウトカム）

災害が起こったとき、市民が健康を保つことができる
新型インフルエンザ等が発生したとき、市民が健康を保つこ
とができる

１　市民が災害時に必要な保健医療を受けることができる
２　市民が災害時に避難所、自宅での生活を健康に送ることができる
３　市民が新型インフルエンザ等に感染しない
４　市民が新型インフルエンザ等に感染しても必要な医療を受けることができる

最終アウトカムの指標 中間アウトカムの指標

※　予算、決算は容易に把握可能な範囲で記載しています

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

現状値

万一の発生に備え、体制整備に努めており、今後も継続的に行う
　　　　・災害に備えた体制の構築
　　　　･新型インフルエンザ等発生時に備えた体制の構築

1　地域災害拠点病院数

２　市民の健康維持に従事する保健師など専門職
の確保

3　自然災害等を想定した訓練・研修の実施回数

4　国内発生があっても市内で感染者がでない

5　新型インフルエンザ等に対する医療を提供する
医療機関等の数

No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）

4
災害時における健康相
談

□避難所等における健康相談
体制の整備
□災害対応訓練の実施

市民が適切
に健康相談
等を受けて
いる

4 管理

1

　市総合防災訓練（R4.9.24）
では、関係機関との連携強化
を含めた災害対応訓練を実
施するとともに、新たにＤＭＡ
Ｔとの連携訓練を実施した。ま
た、災害時の実動として、継
続して新型コロナウイルス感
染症への対応にあたるととも
に、高病原性鳥インフルエン
ザの市内農場発生事案に対
して、保健所職員が一丸とな
り対応にあたった。
　今後、感染症対応を踏まえ
た、より実効性のある訓練や
研修の実施により、職員の危
機管理意識や対応能力向上
を図る。
　また、あらゆる災害を想定し
た健康危機事案への対応体
制の一層の強化に向け、関
係機関と平時から情報共有を
図るとともに連携体制につい
て協議する場として大津市健
康危機管理対策協議会専門
部会等を定期的に開催し、緊
密に連携を図る必要がある。

災害対応訓練の実施

市民が救護
所や医療機
関で医療を
受けることが
できる

2 管理
備蓄医薬品の配置箇所
数

3
原子力災害発生時の市
民の健康被害への備え

□スクリーニング訓練等の実
施
□原子力災害時用安定ヨウ素
剤の購入及び備蓄

市民が放射
性物質の被
ばくをしてい
ない

3 管理
スクリーニング訓練等へ
の職員の参加

2
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説明

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組の総称の成果と中間目
標への効果に関しての自己
評価

担当課

上段：指標（目標値）　/　下段：実績値　

現状値No 取　組　の　総　称 No 施策 令和４年度　主な活動
上段：予算
下段：決算

（千円）

施策が出して
いるべき効果
（初期アウトカ
ム）

No 区分
目標指標

（施策の活動結果等）

-
1回

（H30年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健総務課

- 1回 1回 1回 4回

-
1回

（H30年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健総務課

- 1回 1回 1回 4回

-
1回

（H30年
度）

1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健総務課

- 1回 1回 1回 4回

1回
（H30年

度）
1回 1回 1回 1回 1回 1回 保健総務課

0回 1回 0回 3回

2ブロック
（H30年

度）
2ブロック 3ブロック 4ブロック 5ブロック 6ブロック 7ブロック 保健総務課

7ブロック 1ブロック 5ブロック 7ブロック

- - - - - - - - 保健総務課

- - - - -

- - - - - - - - 保健予防課

- 未整備 未整備 未整備 未整備

- - - - - - - - 保健予防課

- 未整備 未整備 未整備 未整備

5
災害時における衛生的
な環境の確保

□災害時の防疫体制や感染
症予防に係る指導体制の整
備
□災害対応訓練の実施

市民が衛生
的な避難所
や被災住宅
で過ごせる

5 管理
災害対応訓練の実施
（再掲）

6

災害時における妊産
婦、難病患者、透析患
者、精神患者への避難
情報提供

□妊産婦の避難や透析患者、
精神患者への避難情報提供
体制の整備
□災害対応訓練の実施

妊産婦、難病
患者・透析患
者・精神患者
が必要な避難
ができるよう調
整できている

6 管理
災害対応訓練の実施
（再掲）

7
平時における災害対応
訓練の実施

□災害対応訓練や研修の実
施

市民が救護を
受けたり健康
的な避難所生
活ができるよ
う、実践的な訓
練が行われて
いる

7 管理
災害対応訓練の実施
（再掲）

管理
災害対応に関する研修
の実施

成果

地区組織との連携によ
る自助・互助を高める防
災についての啓発活動
（ブロック）

2

新型インフルエンザ等
が発生したとき、市民の
健康面の安全を確保し
ます

8
新型インフルエンザ等
に関する情報収集と提
供

□市防災メールやホームペー
ジによる情報発信体制の整備

市民が新型イ
ンフルエンザ
等の感染防止
に関する正し
い情報を得て
いる

8
市防災メールやホーム
ページによる情報発信
体制の整備

9
新型インフルエンザ等
に関する予防体制の整
備

□ワクチンの住民接種計画に
基づく職員動員体制の整備

市民にとって、
新型インフル
エンザ等の感
染が拡散しな
いように組織
体制が構築さ
れている

9
ワクチンの住民接種計
画に基づく職員動員体
制の整備

10
新型インフルエンザ等
の感染拡大防止

□市立大津市民病院への搬
送体制の整備

市民にとっ
て、診断や
隔離、移送
体制が整っ
ている

10
市立大津市民病院への
搬送体制の整備
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